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実質収支

平成２８年度 平成２９年度

金　　額　（円） 金　　額　（円） 金　　額　（円）
増減率
(％)

歳 入 額 47,020,046,854 45,248,474,111 △ 1,771,572,743 △3.8

歳 出 額 45,020,521,687 43,296,546,317 △ 1,723,975,370 △3.8

歳 入 歳 出 差 引 額 1,999,525,167 1,951,927,794 △ 47,597,373 △2.4

翌年度へ繰り越すべき財源 69,750,190 48,725,492 △ 21,024,698 △30.1

実 質 収 支 額 1,929,774,977 1,903,202,302 △ 26,572,675 △1.4

対前年度
(H29-H28)

平成２９年度　一般会計決算の状況
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歳入の状況

決　算　額
（円）

構成比
(％)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

増減額
(H29-H28)

増減率
(％)

 市税 * 13,362,603,712 28.5 13,406,641,456 29.6 44,037,744 0.3

 地方譲与税 389,040,000 0.8 387,579,000 0.9 △1,461,000 △0.4

 利子割交付金 13,514,000 0.0 23,309,000 0.1 9,795,000 72.5

 配当割交付金 43,215,000 0.1 64,233,000 0.1 21,018,000 48.6

 株式等譲渡所得割交付金 25,086,000 0.1 65,579,000 0.1 40,493,000 161.4

 地方消費税交付金 2,008,170,000 4.3 2,085,361,000 4.6 77,191,000 3.8

 ゴルフ場利用税交付金 36,538,635 0.1 24,893,540 0.1 △11,645,095 △31.9

 自動車取得税交付金 89,202,000 0.2 120,836,000 0.3 31,634,000 35.5

 地方特例交付金 52,715,000 0.1 56,443,000 0.1 3,728,000 7.1

 地方交付税 10,500,763,000 22.3 10,098,024,000 22.3 △402,739,000 △3.8

 交通安全対策特別交付金 23,852,000 0.0 21,643,000 0.0 △2,209,000 △9.3

 分担金及び負担金 * 468,318,371 1.0 379,383,652 0.8 △88,934,719 △19.0

 使用料及び手数料 * 1,402,746,580 3.0 1,335,564,771 3.0 △67,181,809 △4.8

 国庫支出金 5,767,266,353 12.3 5,710,288,779 12.6 △56,977,574 △1.0

 県支出金 3,207,847,535 6.8 3,151,995,807 7.0 △55,851,728 △1.7

 財産収入 * 318,095,905 0.7 257,333,837 0.6 △60,762,068 △19.1

 寄附金 * 8,636,397 0.0 9,465,580 0.0 829,183 9.6

 繰入金 * 2,273,118,448 4.8 1,962,862,900 4.3 △310,255,548 △13.6

 繰越金 * 2,265,269,934 4.8 1,029,750,190 2.3 △1,235,519,744 △54.5

 諸収入 * 2,844,547,984 6.0 3,054,886,599 6.8 210,338,615 7.4

 市債 1,919,500,000 4.1 2,002,400,000 4.4 82,900,000 4.3

歳  入  合  計 47,020,046,854 100.0 45,248,474,111 100.0 △1,771,572,743 △3.8

自 主 財 源 22,943,337,331 48.8 21,435,888,985 47.4 △1,507,448,346 △6.6

依 存 財 源 24,076,709,523 51.2 23,812,585,126 52.6 △264,124,397 △1.1

区　　分

　　　　　*印:自主財源

平成２８年度 平成２９年度 対前年度
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市税の状況

決　算　額
（円）

構成比
(％)

決　算　額
（円）

構成比
(％)

増減額
(H29-H28)

増減率
(％)

 個人市民税 5,198,659,460 38.9 5,191,172,927 38.7 △7,486,533 △0.1

 法人市民税 868,952,163 6.5 907,306,976 6.8 38,354,813 4.4

 固定資産税 5,561,203,870 41.6 5,607,254,913 41.8 46,051,043 0.8

 軽自動車税 301,506,707 2.3 312,360,772 2.3 10,854,065 3.6

 市たばこ税 628,175,729 4.7 586,297,358 4.4 △41,878,371 △6.7

 都市計画税 803,027,283 6.0 801,321,510 6.0 △1,705,773 △0.2

 入湯税 1,078,500 0.0 927,000 0.0 △151,500 △14.0

市　税  合  計 13,362,603,712 100.0 13,406,641,456 100.0 44,037,744 0.3

区　　分

平成２８年度 平成２９年度 対前年度
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歳出（目的別）の状況

決　算　額
（円）

構成比
(％)

構成比
(％)

増減額
(H29-H28)

増減率
(％)

 議会費 327,038,448 0.7 0.8 2,889,684 0.9

 総務費 4,918,112,151 10.9 9.6 △754,290,243 △15.3

 民生費 17,012,864,538 37.8 38.9 △159,547,294 △0.9

 衛生費 4,310,756,438 9.6 8.8 △487,566,237 △11.3

 労働費 91,255,454 0.2 0.2 △688,901 △0.8

 農林水産業費 704,746,281 1.5 1.6 △27,650,951 △3.9

 商工費 1,881,400,066 4.2 4.1 △99,665,143 △5.3

 土木費 4,870,849,273 10.8 10.5 △319,739,118 △6.6

 消防費 2,192,100,482 4.9 6.0 390,733,147 17.8

 教育費 4,858,734,404 10.8 10.7 △214,522,858 △4.4

 災害復旧費 0 0.0 0.0 0 0.0

 公債費 3,852,664,152 8.6 8.8 △53,927,456 △1.4

 諸支出金 0 0.0 0.0 0 0.0

歳 出 合 計 45,020,521,687 100.0 100.0 △1,723,975,370 △3.8

財政指標・健全化判断比率

指　　　標 平成２８年度

財政力指数 0.565

経常収支比率 93.4％

実質赤字比率 黒字

連結実質赤字比率 黒字

実質公債費比率 5.4％

将来負担比率 17.8％

区　　分

4,551,110,155

2,582,833,629

4,644,211,546

平成２９年度平成２８年度 対前年度

決　算　額
（円）

329,928,132

4,163,821,908

16,853,317,244

3,823,190,201

90,566,553

677,095,330

1,781,734,923

説　　　　　　明

基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合
(３か年平均)

歳入の経常一般財源総額に対する歳出の経常経
費充当一般財源の比率

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規
模に対する比率

全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に
対する比率

9.0％

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償
還金の標準財政規模に対する比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する比率

黒字

黒字

5.1％

平成２９年度

0.568

95.0％

0

3,798,736,696

0

43,296,546,317
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歳出（性質別）の状況

構成比
(％)

構成比
(％)

増減率
(％)

人件費 ○ 19.7 21.3 3.8

物件費 13.0 13.3 △1.5

維持補修費 0.4 0.4 △14.0

扶助費　○ 22.9 23.7 △0.3

補助費等 5.9 5.9 △3.9

普通建設事業費　△ 9.2 7.1 △25.5

災害復旧事業費　△ 0.1 0.2 59.2

公債費　○ 8.6 8.8 △1.4

積立金 2.5 0.9 △64.4

投資及び出資金 0.0 0.0 2.6

貸付金 2.5 2.6 △1.2

繰出金 15.2 15.8 △0.2

100.0 100.0 △3.8

51.2 53.8 1.1

9.3 7.3 △24.6

39.5 38.9 △5.4

△1,055,529

6,824,227 △10,272

3,798,737

395,566

△ 1,723,976

△13,419

43,296,546

340,345

△86,304

△26,502

△28,452

△53,927

△714,356

685

平成２９年度

決　算　額
（千円）

対前年度

9,222,557

5,767,799

26,580

26,891

163,015

72,307

10,288,469

2,545,136

3,076,725

△103,136

増減額
(H29-H28)

平成２８年度

決　算　額
（千円）

区　　分

　　　　　○印：義務的経費
　　　　　　△印：投資的経費

45,020,522

3,852,664

1,109,922

25,895

5,854,103

歳 出 合 計

1,128,847

6,834,499

義 務 的 経 費 23,051,797 23,309,763 257,966

189,517

10,316,921

2,648,272

4,132,254

45,416

8,882,212

投 資 的 経 費 4,177,670 3,149,032 △ 1,028,638

そ の 他 経 費 17,791,055 16,837,751 △ 953,304

1,115,428
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（１）特別会計特別会計の状況

増減率
(％)

歳入 △1.1

歳出 △1.1

差引 皆増

歳入 △5.8

歳出 △6.0

差引 △1.9

歳入 △7.4

歳出 △7.4

差引 △55.4

歳入 3.1

歳出 2.8

差引 14.8

歳入 △3.9

歳出 △3.9

差引 0.0

歳入 28.3

歳出 △10.5

差引 86.8

歳入 △46.3

歳出 △46.5

差引 △36.9

歳入 皆減

歳出 0.0

差引 皆減

歳入 △17.0

歳出 △31.4

差引 151.4

歳入 5.0

歳出 5.4

差引 △82.9

歳入 △2.3

歳出 △2.5

差引 5.3

※宅地造成事業特別会計は、平成２９年度から一般会計に統合しています。

△6,147,210

△819,668,506

33,382,913,17134,251,561,964

対前年度

増減額
(H29-H28)

△8,608,805

△8,610,544

1,739

△947,522,741

1,702,644

△378,460

△6,069,583

△328,411

△6,069,583

0

決　 算　 額
（円）

16,266,025,434

15,654,299,171

888,931

△868,648,793

48,980,287

△936,004,063

△11,518,678

△250,062,196

34,361,578,885

△71,396,900

29,531,962

△41,864,938

560,520

0

0

1,524,119,011

1,265,800

72,495,7671,525,384,811

23,333,094

0

611,726,263

3,356,999,643

757,571,975

757,571,975

0

42,586,154 △19,813,580

12,491,909,167

204,923,371

155,879,742

22,772,574

4,477,831

78,642,977

49,043,629

7,413,010

平成２８年度

△249,882,884

△179,312

19,511,667

1,452,889,044

0

6,006,991

3,610,264

390,887,389

349,278,713

2,081,104

41,608,676

△10,484,052

△10,484,052

0

△20,141,991

3,356,675,968

323,675

12,773,264,738

2,396,727

43,475,085

281,355,571

272,156,589

272,156,589

0

6,069,583

宅地造成事業特別会計

区　　　分 決　 算　 額
（円）

平成２９年度

748,963,170

1,739

15,318,502,693

農業集落排水事業特別会計

14,718,295,108

13,164,152,127

322,964,247

261,672,537

261,672,537

0

7,709,635

6,069,583

平成２９年度　特別会計及び企業会計決算の状況

発電事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

特別会計　合計

学校給食共同調理場事業特別会計

新里温水プール事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

下水道事業特別会計

748,961,431

介護保険事業特別会計 12,841,187,880

144,363

住宅新築資金等貸付事業特別会計

600,207,585

3,106,937,447

3,106,793,084

3,231,804

246,788,309

1,445,476,034

929,685,427

35,181,247,391

978,665,714

227,276,642
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（２）企業会計（水道事業会計）企業会計（水道事業）の状況

（１）未処分利益剰余金の処分について

（消費税及び地方消費税抜）

円 円

円 円

（２）決算 （消費税及び地方消費税込）

増減率
(％)

収入 △5.4

支出 △3.0

差引 △14.2

収入 △14.8

支出 16.0

差引
不足額

44.7

円

302,951,146

△75,416,043

△93,258,709

209,692,437

△58,334,039

△133,750,082

増減額
(H29-H28)

456,061,917

対前年度

362,471,403

決　 算　 額
（円）

2,335,812,523

1,879,750,606

538,818,198

平成２８年度

決　 算　 額
（円）

2,469,562,605

1,938,084,645

531,477,960

632,076,907

102,109,067 260,362,336 0

当年度純利益

計

円

362,471,403

前年度繰越
利益剰余金

0

利益剰余金処分額

円

678,261,677

収益的事業

資本的事業

区　　分

その他未処分利
益剰余金変動額

平成２９年度

981,212,823

1,520,031,021

0362,471,403

円

1,310,338,584

計

利益積立金 建設改良積立金 繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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　　　　　　　☆ は新規事業

　　　　　　　◇ は継続・拡大事業

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇
桐生武井西工業団地
造成事業の推進

産業政策課・
都 市 計 画 課

県企業局と連携・協力のもと、桐生武井西工業団
地造成工事を進め、平成29年度末に完成したこと
から早期の企業誘致に向けた取組みを推進

－

◇
桐生武井西工業団地
周辺道路の整備

都 市 計 画 課
桐生武井西工業団地造成工事に併せ、幹線道路及
び工業団地周辺の道路整備等を実施

358,373

☆ 創業者創出事業 産 業 政 策 課

将来の成長が期待できる創業者の市内定着を積極
的に支援するため、新たに「創業チャレンジ支援
事業補助金」を創設するとともに、東武本町ビル
を創業支援の拠点として機能強化を推進

16,627

☆
小規模ビジネス支援
事業

産 業 政 策 課

子育てや介護のために仕事に就けない市民など、
適切な支援を行えば有望な創業者となり得る“潜
在層”を早期から発掘し、創業者に引上げる支援
を実施

4,000

◇
空き店舗活用による
新店舗開設支援・創
業促進

産 業 政 策 課

中心商店街のにぎわい創出や創業・経済循環の拡
大等を推進するため、市内の店舗開設や中心市街
地の事業所開設に対する支援を実施
（利用件数：18件）

13,777

◇
中心市街地空き店舗
活用支援資金

産 業 政 策 課
中心市街地の空き店舗を活用して新規事業を行う
事業者へ有利な貸付条件で融資を実施
（利用件数 7件）

57,774

◇ 農業の振興・支援 農 業 振 興 課

新たに実施した「農業後継者奨励金」や「農業次
世代人材投資事業」により新規就農者の支援を強
化するとともに、「農作物残渣適正処理事業補助
金」の新設により農家の負担を軽減

16,895

◇
森林・林業再生のた
めの基盤整備

林 業 振 興 課

森林環境の整備や木材生産活動の活性化を図るた
め、林業作業道の整備や高性能林業機械の導入に
対し補助を実施。また、梅田町皆沢地区の複合木
材市場整備に向け林道を整備

40,420

◇ 海外販路開拓支援 産 業 政 策 課

「台北テキスタイルフェア」や国際見本市「イン
ターナショナルギフトショー」への継続した出展
を通じ、本市の優れた製品や商品を世界に向け発
信するとともに、台湾雲林県及び諸都市と締結し
た「友好連携に関する覚書」に基づく双方地域の
産業振興を実現するため、産業界を中心とした交
流による企業間マッチングを推進

5,163

◇
中小企業新規取引先
開拓支援

産 業 政 策 課
市内企業が自社の技術力の発信や新たな取引先開
拓のため、展示会等への出展や国際認証等の取得
を支援

4,113

☆
シティブランディン
グ事業

広 報 課

選ばれるまちを目指して、桐生の魅力の再認識や
良好な都市イメージの市内外へのＰＲ等を戦略的
に推進するため、関係団体との連携事業や有識者
等による会議を実施

90

◇ 定住促進事業 空き家対策室

継続した移住相談会の開催や首都圏在住者を対象
とした“桐生の魅力体験ツアー”の新規実施や、
各種メディアに向けた桐生暮らし情報の発信強化
により移住・定住を推進

4,607

平成２９年度　主要事業の概要

事　業　名

元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆
黒保根町水沼定住促
進住宅整備事業

黒 保 根 支 所
地域振興整備課

過疎対策の一環として、子育て世帯のニーズに
あった定住促進住宅の建設に向けた既存住宅の解
体工事を実施

9,415

☆
広域周遊観光促進事
業

観 光 交 流 課

足利市や東武鉄道グループと連携し、東武鉄道浅
草駅を玄関口として、両市の歴史的文化遺産を活
用した周遊観光を推進するため、パワーブロガー
の招聘や、台湾テレビ局とタイアップした旅番組
の制作、情報発信事業などを実施し、訪日外国人
観光客向けの旅行商品化を実現

12,584

☆ 赤城山観光振興事業 観 光 交 流 課

前橋市と連携し、交流人口の増加による地域活性
化を図るため、地元住民との交流事業や、赤城山
の自然環境を活用したグリーンツーリズムを中心
とした「赤城山観光振興のためのＤＭＯ振興事
業」を実施

2,000

◇ 観光推進事業 観 光 交 流 課

知名度向上を図るため、「北関東三県ウマいもん
合戦in桐生」をはじめ、浅草における八木節の上
演を核とした観光プロモーションや、日本遺産を
中心とした産業観光を推進

14,314

◇
桐生新町重伝建地区
保全整備

文化財保護課
重要伝統的建造物群保存地区にふさわしい建造物
の修理事業等を引き続き推進するとともに、防災
計画に基づき連動式の住宅用火災警報装置を整備

47,590

☆ 環境都市推進補助金 環 境 課

環境意識向上を図るため、市民向け各種エネル
ギー設備、電動アシスト自転車購入及び小規模事
業者の省エネルギー設備導入費用の補助を実施
（利用件数 548件）

11,297

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆
きりゅう暮らし応援
事業

建築住宅課・
空き家対策室

市外からの転入促進や市外への転出抑制、住環
境の改善、空き家の利活用促進など、住みやす
い環境をつくり、“きりゅう暮らし”を応援す
るため「住宅取得応援助成金」・「住宅リフォ
ーム助成金」・「空き家利活用助成金」・「空
き家除却助成金」を実施

－

☆ 住宅取得応援助成金 建 築 住 宅 課

市外からの転入を促進するとともに市外への転出
を抑制し定住促進を図るため、住宅の建築または
購入に対し最高200万円を補助
（利用件数 330件）

280,837

☆
住宅リフォーム助成
金

建 築 住 宅 課
住宅の長寿命化や居住環境の改善を図り、快適
な生活を営むことができるよう、住宅のリフォ
ーム費用等の一部を補助（利用件数 154件）

20,165

☆ 空き家除却助成金 空き家対策室
除却跡地の有効活用と地域活性化のため、10年以
上利用されていない空き家を除却する場合に最大
50万円を補助（利用件数 32件）

14,853

◇ 空き家対策の促進 空き家対策室

「桐生市空き家等の適正管理及び利活用の促進に
関する条例」に基づき、桐生市空き家等対策協議
会を設置し、桐生市空き家等対策計画を策定して
空き家対策を推進

－

◇ がん検診の充実 健康づくり課
受診率向上に向け、医療機関で行う個別検診に前
立腺がん検診を新たに加えるとともに、成人総合
検診の実施回数を拡大

105,053

事　業　名

事　業　名

安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇ 厚生病院負担金 健康づくり課
救急医療等の不採算部門を担う地域の中核医療機
関を支援

840,988

◇
厚生病院医師確保対
策

健康づくり課
厚生病院医師確保のため、住宅負担軽減支援など
に加え、研究・研修体制の整備を支援

39,413

◇
介護予防・日常生活
支援総合事業

長 寿 支 援 課

従前より実施している通所･訪問介護相当サービ
スなどに加え、利用者や地域の実情等に応じ柔軟
にサービスを提供するため、利用基準を緩和した
訪問型サービスや通所型サービスを新たに実施

432,840

◇ 認知症への総合支援 長 寿 支 援 課
平成28年度から配置している「認知症初期集中支
援チーム」に加え、新たに「認知症地域支援推進
員」を配置し、相談支援体制を強化

7,036

◇ 老人福祉施設整備 長 寿 支 援 課
広域型特別養護老人ホーム3施設各10床、認知症
高齢者グループホーム1施設9床を整備

37,589

◇ 公衆トイレ整備 清掃センター
鉄道利用者や観光客などの利便性向上のため、Ｊ
Ｒ桐生駅南口高架下公衆トイレの改修を実施

16,805

◇ 幸橋線整備
都市計画課・
用 地 対 策 室

県事業として本町三丁目から中通り線までの都市
計画道路の用地買収等を実施

62,117

◇ 赤岩線整備
都市計画課・
用地対策室・
土 木 課

県事業として堤町三丁目から宮前町一丁目交差点
までの都市計画道路整備と併せ、周辺市道の整備
を実施

20,445

◇ 新桐生駅周辺整備
広域連携推進室・

都市計画課・
用 地 対 策 室

玄関口としてふさわしい景観形成と交通結節点と
しての強化を図るため、新桐生駅のバリアフリー
化や駅前広場の整備を県、東武鉄道と協力し推進

3,600

◇
中通り大橋線周辺整
備

都 市 計 画 課 錦琴平線の整備に向け、用地買収等を実施 61,267

◇ 道路新設改良・補修
土 木 課 ・
両 支 所
地 域 振 興 整 備 課

市内各所の道路新設改良・補修、かまぼこ道路の
解消、凹凸路面の解消など、安全で安心して通行
できる道路改修を実施

262,094

◇ 長尾根整備事業 土 木 課
桐生市とみどり市との地域間連絡道路を整備。平
成29年度は、法面工、排水構造物工、舗装工、防
護柵工を実施し、事業完了

116,294

◇ 橋梁長寿命化修繕 土 木 課
橋長15ｍ以上の橋梁63橋の改修を計画的に実施
し、平成29年度は補修設計（2橋）、補修工事（4
橋）を実施（平成28年度までに21橋が完了）

43,438

◇
(仮称)梅田浄水場建
設

水 道 工 務 課
平成32年度完成を目指し、平成29年度から浄水池
築造工事に着手するとともに、送水管布設工事に
ついても引き続き実施

596,121

◇ 雨水対策の推進 下 水 道 課
常習的な浸水箇所の解消に向けて、詳細設計・物
件補償及び雨水管埋設工事を実施

69,423

☆
機能別消防団員制度
の創設

消 防 本 部

地域の安全安心を守る消防団員が減少傾向にある
中、その対策として、特定の消防団活動に限定し
て活動する「機能別消防団員制度」を創設し、16
名の機能別消防団員を確保

－

◇
消防車両・防火水槽
の整備

消 防 本 部

高規格救急自動車１台（桐生みどり消防署）
36,380千円、消防団ポンプ自動車１台（黒保根方
面団第1分団）19,693千円、防火水槽１基（黒保
根町水沼）6,102千円

62,175

事　業　名
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単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆ 産婦健康診査 健康づくり課
出産後の初期段階で母体の回復・授乳状況・児の
発育状況の確認を行い、産後のメンタルスを
チェックして産後うつの予防と早期発見を図る

1,352

☆ 母乳外来助成 健康づくり課
産後の悩みの多くを占める母乳育児について、乳
房マッサージを含む母乳育児指導を受けた場合に
費用の一部を助成し、産後の不安を軽減

172

☆
不妊治療助成・不育
症治療助成

健康づくり課
これまで行っていた不妊治療助成に加え、新たに
不育症に対する治療費の一部助成を開始

8,414

☆ 屋内遊戯場の設置 子育て支援課

子供と保護者が楽しく集い、遊び、交流し、子育
てに関する相談もできるコミュニティ空間を創造
するため、桐生市保健福祉会館内に大型遊具を配
置した屋内遊戯場を設置

26,524

☆
ファミリーサポート
センターの利用促進

子育て支援課
育児サービスの利用料助成を実施し、子育て世帯
の負担軽減を図ることで利用を促進

9,754

◇
保育園、幼稚園等の
第３子以降の保育料
無料化

子育て支援課・
学 校 教 育 課

第３子以降の保育園、幼稚園、認定こども園の保
育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減（対象
人数 594人）

110,818

◇
小中学校の第３子以
降の給食費補助

学 校 給 食
中央共同調理場

第３子以降の給食費を補助し、子育て世帯の負担
を軽減（対象人数 707人）

32,718

◇
放課後児童クラブの
第３子以降の保育料
無料化

子育て支援課
第３子以降の放課後児童クラブ保育料を無料化
し、子育て世帯の負担を軽減（対象人数216人）

13,629

☆
放課後子供教室の実
施

生 涯 学 習 課

放課後等における安全・安心な子供の居場所を設
け、様々な体験や地域住民との交流活動等を通し
て、子供の社会性や創造性などを育む「放課後子
供教室」を試行的に実施

79

◇ 未来創生塾支援 生 涯 学 習 課
群馬大学理工学部と地元企業、市民団体などと連
携して子供の夢と感性を育むことを目的とした特
別教育プログラム「未来創生塾」を支援

3,632

◇
サイエンスドクター
事業

学 校 教 育 課
理科教育の充実を図り、科学振興に対応できる人
材の育成を目的として、群馬大学理工学府の大学
院生を講師として活用

4,706

◇
黒保根町国際理解推
進

黒保根公民館

黒保根町の特色ある教育として、西町インターナ
ショナルスクールとの交流を推進するとともに、
保育園・小学校・中学校において英会話指導を実
施

5,334

☆
商業高校情報教育の
環境整備

教 育 総 務 課
実習室のパソコン機器更新、全普通教室へのプロ
ジェクター設置等のＩＣＴ環境の整備を実施

26,885

◇ 小中学校改修 教 育 総 務 課
小学校改修工事（7校）： 24,570千円
中学校改修工事（5校）：127,591千円

152,161

事　業　名

子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり
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単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

◇
桐生武井西工業団地
周辺道路の整備

都 市 計 画 課
桐生武井西工業団地造成工事に併せ、幹線道路及
び工業団地周辺の道路整備等を実施

358,373

☆ 創業者創出事業 産 業 政 策 課

将来の成長が期待できる創業者の市内定着を積極
的に支援するため、新たに「創業チャレンジ支援
事業補助金」を創設するとともに、東武本町ビル
を創業支援の拠点として機能強化を推進

16,627

☆
小規模ビジネス支援
事業

産 業 政 策 課

子育てや介護のために仕事に就けない市民など、
適切な支援を行えば有望な創業者となり得る“潜
在層”を早期から発掘し、創業者に引上げる支援
を実施

4,000

◇
空き店舗活用による
新店舗開設支援・創
業促進

産 業 政 策 課

中心商店街のにぎわい創出や創業・経済循環の拡
大等を推進するため、市内の店舗開設や中心市街
地の事業所開設に対する支援を実施
（利用件数：18件）

13,777

◇
中心市街地空き店舗
活用支援資金

産 業 政 策 課
中心市街地の空き店舗を活用して新規事業を行う
事業者へ有利な貸付条件で融資を実施
（利用件数 7件）

57,774

◇ 農業の振興・支援 農 業 振 興 課

新たに実施した「農業後継者奨励金」や「農業次
世代人材投資事業」により新規就農者の支援を強
化するとともに、「農作物残渣適正処理事業補助
金」の新設により農家の負担を軽減

16,895

◇
森林・林業再生のた
めの基盤整備

林 業 振 興 課

森林環境の整備や木材生産活動の活性化を図るた
め、林業作業道の整備や高性能林業機械の導入に
対し補助を実施。また、梅田町皆沢地区の複合木
材市場整備に向け林道を整備

40,420

◇ 海外販路開拓支援 産 業 政 策 課

「台北テキスタイルフェア」や国際見本市「イン
ターナショナルギフトショー」への継続した出展
を通じ、本市の優れた製品や商品を世界に向け発
信するとともに、台湾雲林県及び諸都市と締結し
た「友好連携に関する覚書」に基づく双方地域の
産業振興を実現するため、産業界を中心とした交
流による企業間マッチングを推進

5,163

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆
シティブランディン
グ事業

広 報 課

選ばれるまちを目指して、桐生の魅力の再認識や
良好な都市イメージの市内外へのＰＲ等を戦略的
に推進するため、関係団体との連携事業や有識者
等による会議を実施

90

◇ 定住促進事業 空き家対策室

継続した移住相談会の開催や首都圏在住者を対象
とした“桐生の魅力体験ツアー”の新規実施や、
各種メディアに向けた桐生暮らし情報の発信強化
により移住・定住を推進

4,607

事　業　名

事　業　名

基本目標１基本目標１基本目標１基本目標１ 地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する

主な総合戦略（人口減少対策）事業〔再掲〕

基本目標２基本目標２基本目標２基本目標２ 人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する

とともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指す
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆
黒保根町水沼定住促
進住宅整備事業

黒 保 根 支 所
地域振興整備課

過疎対策の一環として、子育て世帯のニーズに
あった定住促進住宅の建設に向けた既存住宅の解
体工事を実施

9,415

☆
広域周遊観光促進事
業

観 光 交 流 課

足利市や東武鉄道グループと連携し、東武鉄道浅
草駅を玄関口として、両市の歴史的文化遺産を活
用した周遊観光を推進するため、パワーブロガー
の招聘や、台湾テレビ局とタイアップした旅番組
の制作、情報発信事業などを実施し、訪日外国人
観光客向けの旅行商品化を実現

12,584

☆ 赤城山観光振興事業 観 光 交 流 課

前橋市と連携し、交流人口の増加による地域活性
化を図るため、地元住民との交流事業や、赤城山
の自然環境を活用したグリーンツーリズムを中心
とした「赤城山観光振興のためのＤＭＯ振興事
業」を実施

2,000

☆
きりゅう暮らし応援
事業

建築住宅課・
空き家対策室

市外からの転入促進や市外への転出抑制、住環
境の改善、空き家の利活用促進など、住みやす
い環境をつくり、“きりゅう暮らし”を応援す
るため「住宅取得応援助成金」・「住宅リフォ
ーム助成金」・「空き家利活用助成金」・「空
き家除却助成金」を実施

－

☆ 住宅取得応援助成金 建 築 住 宅 課

市外からの転入を促進するとともに市外への転出
を抑制し定住促進を図るため、住宅の建築または
購入に対し最高200万円を補助
（利用件数 330件）

280,837

☆
住宅リフォーム助成
金

建 築 住 宅 課
住宅の長寿命化や居住環境の改善を図り、快適
な生活を営むことができるよう、住宅のリフォ
ーム費用等の一部を補助（利用件数 154件）

20,165

☆ 空き家除却助成金 空き家対策室
除却跡地の有効活用と地域活性化のため、10年以
上利用されていない空き家を除却する場合に最大
50万円を補助（利用件数 32件）

14,853

◇ 空き家対策の促進 空き家対策室

「桐生市空き家等の適正管理及び利活用の促進に
関する条例」に基づき、桐生市空き家等対策協議
会を設置し、桐生市空き家等対策計画を策定して
空き家対策を推進

－

◇
桐生新町重伝建地区
保全整備

文化財保護課
重要伝統的建造物群保存地区にふさわしい建造物
の修理事業等を引き続き推進するとともに、防災
計画に基づき連動式の住宅用火災警報装置を整備

47,590

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆ 産婦健康診査 健康づくり課
出産後の初期段階で母体の回復・授乳状況・児の
発育状況の確認を行い、産後のメンタルスを
チェックして産後うつの予防と早期発見を図る

1,352

☆ 母乳外来助成 健康づくり課
産後の悩みの多くを占める母乳育児について、乳
房マッサージを含む母乳育児指導を受けた場合に
費用の一部を助成し、産後の不安を軽減

172

☆
不妊治療助成・不育
症治療助成

健康づくり課
これまで行っていた不妊治療助成に加え、新たに
不育症に対する治療費の一部助成を開始

8,414

事　業　名

事　業　名

基本目標３基本目標３基本目標３基本目標３ 安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、

若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる
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所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆ 屋内遊戯場の設置 子育て支援課

子供と保護者が楽しく集い、遊び、交流し、子育
てに関する相談もできるコミュニティ空間を創造
するため、桐生市保健福祉会館内に大型遊具を配
置した屋内遊戯場を設置

26,524

☆
ファミリーサポート
センターの利用促進

子育て支援課
育児サービスの利用料助成を実施し、子育て世帯
の負担軽減を図ることで利用を促進

9,754

◇
保育園、幼稚園等の
第３子以降の保育料
無料化

子育て支援課・
学 校 教 育 課

第３子以降の保育園、幼稚園、認定こども園の保
育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減（対象
人数 594人）

110,818

◇
小中学校の第３子以
降の給食費補助

学 校 給 食
中央共同調理場

第３子以降の給食費を補助し、子育て世帯の負担
を軽減（対象人数 707人）

32,718

◇
放課後児童クラブの
第３子以降の保育料
無料化

子育て支援課
第３子以降の放課後児童クラブ保育料を無料化
し、子育て世帯の負担を軽減（対象人数216人）

13,629

☆
放課後子供教室の実
施

生 涯 学 習 課

放課後等における安全・安心な子供の居場所を設
け、様々な体験や地域住民との交流活動等を通し
て、子供の社会性や創造性などを育む「放課後子
供教室」を試行的に実施

79

◇ 未来創生塾支援 生 涯 学 習 課
群馬大学理工学部と地元企業、市民団体などと連
携して子供の夢と感性を育むことを目的とした特
別教育プログラム「未来創生塾」を支援

3,632

◇
サイエンスドクター
事業

学 校 教 育 課
理科教育の充実を図り、科学振興に対応できる人
材の育成を目的として、群馬大学理工学府の大学
院生を講師として活用

4,706

◇
黒保根町国際理解推
進

黒保根公民館

黒保根町の特色ある教育として、西町インターナ
ショナルスクールとの交流を推進するとともに、
保育園・小学校・中学校において英会話指導を実
施

5,334

単位：千円

所 管 課 事　　業　　概　　要 決算額

☆ 環境都市推進補助金 環 境 課

環境意識向上を図るため、市民向け各種エネル
ギー設備、電動アシスト自転車購入及び小規模事
業者の省エネルギー設備導入費用の補助を実施
（利用件数 548件）

11,297

◇ がん検診の充実 健康づくり課
受診率向上に向け、医療機関で行う個別検診に前
立腺がん検診を新たに加えるとともに、成人総合
検診の実施回数を拡大

105,053

◇
介護予防・日常生活
支援総合事業

長 寿 支 援 課

従前より実施している通所･訪問介護相当サービ
スなどに加え、利用者や地域の実情等に応じ柔軟
にサービスを提供するため、利用基準を緩和した
訪問型サービスや通所型サービスを新たに実施

432,840

◇ 認知症への総合支援 長 寿 支 援 課
平成28年度から配置している「認知症初期集中支
援チーム」に加え、新たに「認知症地域支援推進
員」を配置し、相談支援体制を強化

7,036

◇ 新桐生駅周辺整備
広域連携推進室・

都市計画課・
用 地 対 策 室

玄関口としてふさわしい景観形成と交通結節点と
しての強化を図るため、新桐生駅のバリアフリー
化や駅前広場の整備を県、東武鉄道と協力し推進

3,600

事　業　名

事　業　名

基本目標４基本目標４基本目標４基本目標４ 広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり
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